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電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法施行規則の 

一部を改正する省令案等に関するパブリックコメント 

ＪＥＭＡ提出意見 

 
○意見提出先：経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 

新エネルギー対策課 

○意見案の公示日 ：2016年 6月 15日（水） 
意見募集期間 ：2016年 6月 15日（水） ～ 2016年 7月 14日（木） 
JEMA意見提出日 ：2016年 7月 14日（木） 

 
 
■提出意見－１■  （具体的な出力制御に関するルール） 

 
＜該当箇所＞ 意見募集の概要 p4 

Ⅰ再生可能エネルギー発電事業計画の認定要件【第9条第3項関係】 
１．再生可能エネルギー発電事業計画に認定要件の内容についての要件 
(4)送配電事業者が行う出力制御に適切な方法で協力を行うこと 

 
＜意見内容＞ 

具体的な出力制御ルールをどのようなタイミングで公表されるか明確にしていただきたい。

なお、具体的なルール作りにあたっては、発電事業者、送配電事業者、通信事業者、機器メー

カなどの関係者が透明性を担保した場で議論・合意し、必要な準備期間を確保いただくことを

要望いたします。 
 
 
 
■提出意見－２■ （現行制度で認定を受けた設備が運転開始前に太陽電池パネルを変更した場合の

扱い） 

 
＜該当箇所＞ 意見募集の概要 p12 

Ⅵ価格変更ルール【第３条第１項関係】 
現行制度で認定を受けた案件の取り扱い：「接続契約締結日 平成28年8月1日～平成29年3月31
日のパネル変更による買取価格変更の有無」 

 
＜意見内容＞ 

接続契約締結日 平成28年8月1日～平成29年3月31日の認定案件について、太陽電池パネル変

更しても買取価格を変更しない扱いとすることになっていますが、現行制度のもとで認定を取

得した当該期間の案件は現行ルールの考え方を適用し、太陽電池の基本仕様を変更した場合は

変更時点の買取価格を適用するべきと考えます。 
 
＜理由＞ 

平成28年度買取価格を有する平成28年8月1日～平成29年3月31日案件が、平成31年度末まで太

陽電池パネルを変更しても買取価格を変更しない措置は、買取価格設定時の想定コストを実コ

ストに近づけるために行った平成27年案件以降適用のルール変更の趣旨と反すると考えます。 
今回の改正案では、平成28年度買取価格の権利を保持したまま、接続契約時／認定取得時に

申請した太陽電池パネルを自由に変更できるため、パネルメーカの販売計画に大きな影響を及



ぼします。さらに、太陽電池パネルの変更によって、パネルを固定する架台の設計のやり直し、

及び架台と架台間隔の変更、電気的にはパネルを集電する接続箱への接続先変更等などの多岐

にわたる技術的変更が発生します。このような設計変更案件が増大すると、送配電事業者への

確定システム仕様の変更対応の増大や送配電事業者の接続検討が長期化し、「みなし認定」の

要件となる平成29年3月31日までの接続契約締結への影響が懸念されます。 
 
 
 
■提出意見－３■ 軽微変更範囲の明確化 

 
＜該当箇所＞ 意見募集の概要 p10 

Ⅳ 認定を受けた事業計画の変更等【第10条関係】 
２．軽微な変更とる場合およびその変更の事前届の方法等について 

 
＜意見内容＞ 

“軽微な変更、認定基準の充足に影響が生じない”について具体的な基準の明確化をお願いし

たい。 
 
 
 
■提出意見－４■ 事業者情報の掲示対象範囲の確認 

 
＜該当箇所＞ 意見募集の概要 p4 

Ⅰ再生可能エネルギー発電事業計画の認定要件【第9条第3項関係】 
１．再生可能エネルギー発電事業計画に認定要件の内容についての要件 
(5)事業者情報について、適切な方法で掲示を行うこと。 

 
＜意見内容＞ 

当該発電設備の管理責任者を明確にする掲示について、「20kW未満の太陽光発電設備を例外

的な扱い」とした背景、理由をご教示いただきたい。 
 
＜理由＞ 

4/1第8回再生可能エネルギー導入促進関連制度改革小委員会では、「10kW未満の太陽光発電

設備」を例外的に扱う方向で資料が提示されていたため。 
 

以上 
 

問い合わせ先：JEMA新エネルギー部 
TEL03-3556-5888 


